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当監査法人は、貴法人よりご依頼のあ りま した使用済自動車の再資源化等に関する法律 (以 下

「法」 とい う。)第 92条 に定める資金管理業務を行 う法人 (以下 「資金管理センター」とい うぅ)

の業務及び法第 105条 に定める再資源化等業務を行 う法人 (以下 「再資源化支援部」とい う。)の

法第 98条 に定める特定再資源化預託全等の出えんを受けて行 う法第 106条 第 3号 及び 4号う 業務

(以下 1第3弓 及び 4号 業務」という。)並 びに法第 上14条 に定める情報管理業務を行 う法人 (以

下 「情報電
i理
部Jと いう。)の 業務監査を実施いたとンまし′たので、以下の追 りご報告申し上げます。

木報告書は、章法人の内規に定める監査法人による業務素至を実施 し、その業務監査結呆について

当監査法ブ、により作成されたものであります。本報告書作成のための調査は、当監査法人が貴法人と

の打合せの結果合意された調査依頼事項について調査手続を実施 したものであり、財務話表監査のま

見表明を前提 とした通常実施すべき監査手続を実施 したものではなく、また、会計処理及び管理制度

等の信頼性を保証することを目的としたものではありません.

なお、本報告書は、貴法人の内部管理に役立てることを目的 として作成 されたものであり、当監査

法人の了鮮なしに、他の目的に利用されないものと黒解 してお ります。

今及1の業務監査に当たり、関係部署各位のご協力を得ましたことを改めてお礼申し上げます。

卜】er●b e r  o l

D e l o  t t o ‐乃 u c h e  T o h m a t s 事

殿

俊
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業務監査の概要

.業務監査実施概要

( 1 )業 務監査の目的

この調査は資金管理センサ ーの業務及び再資源化支援部の第 3号 及ヽび 4号～業務立びに情報管

理部の業務について合意された手続に基づ く業務監査を実施することを日的としている。

本報告書作成のための業務監査は、当監査法人が景法人との打合せの結果合意された調査依

頼事項について手続を実施 したものであり、財務諸表に対する監査意見の表明を前提 とした通

常実施すべき監査手続を実施 したものではないぅ

(2)業 務監査の範囲及び方法

資金管理センターでの収受 ・運用 ・支払業務及び 一般管理祥及び再資源化支援部での第 3号

及びと1号業務並びに情報管理部の業務について、業務監査の各対象期間の業務監査実施 日現在

における状況を把握するため、関連部著に対 してヒアリングを行 うとともに、入手 ・閲覧が可

能な範囲で関連する資料を査閲 L′た。

2.業 務監査の対象

公益財団法人自動申iリサイクル促進センター (以下 「JAR C

ター及び再資源化支援部並びに情報管理部

なお、資金管理センターにおいて使用されているリサイタ

ムは調査対象外であり、また、資金管理センターの業務の一

も調査対象外である。

の
　
　
ブ○

等

　

い

ム
　
　
才
ｔ

一すノ　
　
　
　
つ

ス
　

行

ンヽ
　
　
存
】

ル

　

部

ヨンピュータシステ

コンタク トセンター

3 .業 務監査の方法

予め貴法人と当監査法人とで合意された手続により実施するっ

なお、資金管理センターからの指示により、合意された手続を実施するに際 しては、調査対象

外とされた リサイクルシステム等のコンピュータシステユ、から出力された帳票は llしいものとし

て手続を行なっている。また、調査対象外 とされたコンタク トセンターにおける業務は適切に実

施 されていることを前提 としている。



4.業 務監査の対象期間

平成21年 二月 1日 から平成21年12月31日

5.業 務監査の実施期間

平成21年12月14日から平成22年 4月 5日

<利 用にあたっての留意事項 >

本報告書でいう業務監査は、契約の委嘱者 と受嘱者の当事者間において合意された手続によって

実施 したものであり、資金管理センター、再資源化支援部及び情報管理部のすべての業務を対象 と

したものではなく、調査対象 とした業務についても、業務の道切性や信頼性についていかなる保証

を与えるものではない。

また、本報告書の調査結果に記載された内容は、何らかの規準に照らして判断 したものではなく

合意された手続を実施 した結果を記載したものであり、結論の表明を行つているt)のではない。

なお、本報告書は、JAR Cの内部利用日的で作成 されたものであり、この報告 目的以外に利用され

た場合に生 じる結果に対して有限責任監査法人 トーマツないかなる束任を負 うものではない。

一-  2  -



調  査 結 果

( 1 )預 託金等 (ツサイクル料金)の 収受業務の調査

<預 託金の収受 >

<手  続 >

【自動車メーカー ・インポーター経由 (新草時預託)】

・ 平 成21年 1月 から12月の リサイクル料金の入金について入金額を、メーカー収納入金確

定情報、預金明細表とをサンプルについて熙合する。差異が生 じている場合は、その原因

が記載されていることを確かめる。

・ lヶ 月の入金累計と仕訳票 (メーカー収納)と をサンプルについて照合する。違算が生

じた場合、自動車メーカー ・インポーター等への照会が業務マニュアル (再資源化預託金

等 ・資金管Fl料金の入金管理マニュアル)に 準拠 して行われていることをサンプルについ

て確かめる。

・ 期 限までに入金 していないものについて、自動車メーカー ・インポーターヘの督促が行

われていることをサンプルについて確かめる。

【並行輸入 (新卓時預託)】

・ 平 成21年 1月 か ら12月の りすイクル料金の入金について会計伝票、郵便振器受払通知1

書、入金明細情報をサンプルについて熙合する。差異が生 じている場合は、その原lAlが記

載されていることを確かめる。

・ 平 成21年 1月 から12月の期間における入金額を会計伝票、郵便振誉受払通知書、仕訳票

(払込票郵送型収納)と 照合す る。預託金の人金額 と仕訳票た不一致が生 じている場合、

お呉の原因が記載されていることを推かめる。

【[1座う1落ltt納(づ1取時預託)】

・ 平 成2 1年1月 から1 2月の リサイクル料金の入金について会計伝票、顔金明細表、入金明

細情報、収納代行業者からのお振込通知をサンプルについて照合する。と共が生 じている

場合は、その原因が記載されていることを確かめる。

① リ サイクルシステムと実入金額の照合を含めた業務プロセスの検証



預託金の入金額と仕訳票 (日座引落収納)を サンプルについて照合する。不
一
致が生 じ

ている場合、差異の原因が記載されていることを確かめる。

・ 差 異が生 じた取引について、後 日の入金まで個別消 し込み されていることをサンプルに

ついて確かめる。

【コンビニ収納 。SPC(51取 時預託)】

・ 平 成21年 1月 から12月の リサイクル料金の入金について会計伝票、預金明細表、入金予

定情報をサンプルについて照合する。差異が生 じている場合は、その原因が記載 されてい

ることを確かめる。

・ 預 託金の入金額と仕訳票 (SP C収納)を サンプルについて照合する。不
一
致が生 じている

場合、差異の原因が記載されていることを確かめる。

・ 差 異が4Lじた取引について、後 日の入金まで個別消 し込みされていることをサンプルに

ついて確かめる。

【ヨンビニ収納・セブンイレブン (引取時預託)】

・ iF成 21年 1月 から12月の リサイクル料金の入金について会計伝票、預金明細表、入金予

定Ⅲ卜青報をサンプルについて照合する。差異が生 じている場合は、その原因が記載されてい

ることを確かめる。

・ 預 託金の入金額と仕訳票 (セブンイ レブン収納)を サンプルについて照合する。不一致

が生 じている場合、差異の原lIN Iが記載されていることを確かめる。

・ と 共が生 じた取引について、後 日の入金まで倒別消 し込みされていることをサンプルに

ついて推かめる。

【郵便局収納 (引取時演託)】

・ 平 成21年1月から12月の期間にお|する入金額を会言1伝票、 「郵便振誉受払通知票J入 金

明細情報とサンプルについて照合する。

・ 預 託念の入金額と仕訳票 (郵便局収納)を サンプルについて照合する。不
一致が生じて

いる場合、と異の原因が記載されていることを確かめる。

・ 差 異が生 じた取引について、後 日の入金まで個別消 し込みされていることをサンプルに

ついて確かめる。



<調査結果>

【自動車メーカー ・インポーター経由】

・ 平 成21年 1月 から12月の リサイクル料金の人金について入金額を、メーカー収納入金確

定情報、預金明細表とを12件のサンプルを抽出して照合 した結果、 3件 のサンプルについ

て差異が生 じていた。

・ こ れ らの差異の原因は 「メーカー収納入金確定情報Jに 記載されてお り、 うち 2件 は督

促を要するものあるいは追加の会計処理を要するものではないことを確かめた。また、残

り1件の3月預託分については、装備情報の修正追加入金分であり、自動車メーカーからの

通知である 「リサイクル料金入金連絡書」、 「仕訳票 (入金情報個別登録 ・取消)J、 振

替伝票を照合 し、追加の会計処理がなされていることを確認 した。

● リ サイクル料金の 上ヶ月の入金累計について、仕訳票 (メーカー収納)の 入金予定額合

計 とメーカー収納入金明細の リサイクル料金の合計金額とを 1月 から12月までの各月につ

いて照合 した結果、 3月 、 5月 、 6月 、 10月 について双方の金額が
一
致 しなかった。

。 こ れ らの達算は、月次で 「メーカー収納 入 金確定情報 *月 預託分」に基づいて違算内

容が把据され、業務マニュアルに従い修iにされていた。また、違算の原因が 「リサイクル

料金返還管理装」に記載されていることを確かめた。

・ 平 成21年 1月 から12月の人金予定日と実際の入金 口に差異のあるものについて内容を把

握 し、経/4Fチームの対応を記載 した 「メーカー収納 入 金確定情報2008年度 2009年 度」

を開発 した結果、期限までに入金していない t)のについて自動車メーカー ・インポーター

ヘの督促が行われていた。

【並行輸入 (新車時再〔託)】

・ 平 成21年 1月 から12月の リサイクル料金の入金について会計伝票、郵便振替受払通魚1

書、入金明紳情報を12件のサンプルをhllI出して照合した結果、一致した。

・ 平 成21年 1月 から12Fすの期間における入金額を会計伝票、郵便振替受払通知書、仕訳票

(払込票郵送型収納)と 照合した結果、一致した。

―
  b



【日座引落収納 (引収時預託)】

・ 平 成21年 1月から12月の リサイクル料金の入金について会計伝票、預金明細表、入金明

細情報、収納代行業者からのお振込通知を12件のサンブルを抽出して照合した結果、一致

した。

・ 預 託金の入金額 と仕訳票 (口座引落収納)と は一致 しなかった。 口座収納の残高が不足

している場合う1落しが行われない等、不 ‐致となる要因があるため、 「J(〕B振替表」を作成

し、両者の整合性を横証 していることを12件のサンプルについて確認 した。

● 2回 目の引落 しまでに入金がされたものについては、JCB振替表に基づいて後 園入金の消

し込みがなされていることを確かめた。21車1目の引落 しで引落不能 となつた場合には、引落

不能管理対象として、収納代行業者であるオ リコヘ伝達 していることを確かめた。

【コンビニ収納 ・SPC(51取時預託)】

・ 平 成21年1月から12月のリサイクル料金の入金について会計伝票 (振替伝票)、 預金明

細表、入金予定情報を12件のサンプルを抽出して解合した結果、
一
致 した。

・ 預 託金の入金額 と仕訳票 (SP C収納)は 一致しなかった。これは、仕訳票の集計額 と」ARC

への入金額の集計期間が異なることから生じるものとの説け1を受けた。経理係では、決算

残高明細資料を作成 し、両者の期間のズレを調桂 して一致するかを確認 tフていることを12

件のサンプルについて確かめたj

・ 2月 、 3月 、と1月に不一致が生 じていたが、決算残高明紳資料に差異の原因が言こ載され

ていることを確かめた。

【ヨンビニ収納 ・セブンイレブン (引取時預託)】

平成21年 1月 から12月の リサイクル料金の人金について会言十伝票 (振誉伝票) 預金明

細表 ・入金予定情報を12件のサンプルを抽出して熙t合した結果、
一
致 した。

・ 預 託全の入金額は、仕訳票 (セブンイレブン収納)と は一致 しなかった。 これは、仕訳

票の集計額 と、アAR Cへの入金額の集計期間が異なることから生 じるものとの説明を受けた。

経理係では、決算残高明細資料を作成 し、両者の期間のズレを調整 して一致するかを確認

上
していることを12件のサンプルについて確かめた〕



・ 決 算残高明細資料を査関したところ平成21年1月から12月の仕訳票と入金額との間に

は、期間のズレ以外の要因による差異は生じていなかった。

【郵便局収納 (事1取時預託)】

・ 平 成21年 1月から12月の期間におけるリサイクル料金の人金額について入金会計伝票、

「郵便振替受払通知票」、郵便局llk納明細情報を12件のサンプルを抽出して照合 した結

果、一致した。

・ 平 成2 1年1月 から1 2月の期間における預託金の入金額と仕訳票 (郵便局収納)を 照合 し

た結果、
一
致 した。

| < 宇 続 >

・ 平 成21年 1月 から12月の期間における収Tll j代行業古からの引落が不可

いて、未収金管理表に基づきオ リコヘメール等により伝達されているこ

なった情報につ

をサンプルにつ

・ 入 金がない場合、未入金一覧 リス トを管F出しているかをサンプルについて確かめる。

・ 引 き落 し不能が発生 した場合、 リサイクん/システムの預託機能の利用停 1上措置がと

ていることをサンブルについて確かめる〕

<調 査結果 >

・ 平 成21年 1月 から12月について、収納代行業者において引落不可となった情報について

未収金管梨表に基づき、オ リヨヘ伝達するためのデータが作成 されていることを12件のサ

ンプルについて確かめた。

いて確かめる。

・ 督 促により入金があった場合、ゆうち

取扱票を照合する。 コンビニ人金につい

ンビニ用)を 照合するっ

銀行振込みについてはオ リコ入金消込表と払込

はオ リコ入金消込麦と集金代行振込通知書 (コ

銀行旗込みにつ

リヨ入 金消込表
|
|
|
|

督促により入金があったものについて12件サンブルを抽出し、ゆ うちょ

いてはオリコ入金消込表とみ込取扱票、また、コンビニ入金についてはオ

と集金代行振込通知斉 (ヨンビニ用)と を照合した結果、
一
致 した。

r

② 引 落不能管理、リサイクルシステムと実入金額の無合を含めた業務プロセスの検証



・ 入 金がない場合には、未入金一覧 リス トに記載され、入金されるまで追跡管理されてい

ることを5件のサンプルについて確かめた。

・ 引 き落 し不能が発生 した場合、JARCから自動車再資源化協力機構に対 して 「自動車 リサ

イクルシステム預託業務停 止処理依頼書」をメールにて送 り、預託業務 (頑託中請 ・ツサ

イクル券発行)の 停止が完了したら先方か らメールにて先 丁報告書が送 られていることを

サンプルで4件確かめた。

③ リ サイクルシステムと実入金額の解合を含めた業務プロセスの検証

【自

<手

治 体】

続 >

平成2 1年1月から1 2月の中込者 (自治体)

れていることをサンブルについて確かめる。

白治体からの申請後 2ヶ 月以内に入金がな

かめる。

ついて放乗車耐r預託確認 ・申請書が入手さ

されていることを 上記のサンプルについて確

期限までに入金のない場合に当該自冷体へ督促が行われていることを 上記のサンプルに

ついて確かめる。

預託中請額 と入金額に不一致が生 じた 1)のについて、督促が行われていることを確かめ

つ 。

・ 平 成21年上月から12月の末収入金残高の管理が行われていることをサンプルについて確

かめる。

・ 平 成21年 1月 から12月について、ヨンタク トセンターが、中込者からの預託中請後、申

込データを登録 し引取可能連絡事を発行 して中込のあった自治体へ遅滞なく (受付 日から

と1日前後で)送 付 していることを、資金管理センターがモニター してお り、遂、要に応 じて

指導する等により管理 ・監督 していることをサンブルについて確かめる。

・ 自 治体入金管理表Vlにおける平成21年1月から12月までの各月の預託から 1件ずつ (計12

件)サ ンプルを抽出し、放乗車両預託確認 ・中請書が入手されていることを確かめた。

<調 査結果 >



・ L記 サンプルについて、自治体からの中請後 2ヶ 月以内に入金 されていることについて

確認 した結果、 2ヶ 月以内に入金がされていないものが 2件 あった。

・ 中 請から2ヶ 月以内に入金がない上記 2件 のサンプルについて、当該自治体へ督促が行

われているかを確認 した結果、電話による督促が行われ、その内容が自治体管興表Vlの督

促アウ ト欄に記載されていることを確かめた。

● サ ンプル中には、預託申請額 と入金額に不
一
致が生 じたものはなかった。

・ 白 治体未収入金の管理は、自治体入金管理表Vlにより行われているとの説明を受けた。

各月の未収入金一自治体の総勘定元帳残声iと自治体入金管理表Vlの残高は整合 していた。

・ 上 記12件のサンプルについて預託申請後、遅滞なく (受付 日から4日前後で)51取 可能連

絡書を発行 して申込のあった自治体へ送付 していることを確認 した結果、遅滞なく送付さ

れていることを確かめた。

・ 資 金管理センターによるヨンタク トセンターのモニター状況については、<ヨ ンタク ト

センターの管理 >参 照。

【防 衛 省】

< 手  続 >

・ 平 1或21年

かめる。

|
1月から12月の間で防衛省との契約が行われていることをサンプルについて確 |

|
|

を上記のサンプルについて確か |・ 防 衛省から契約事受領後 2ヶ 月以内に入金していること

める。十

<調 査結果>

・ 防 衛省廃乗車両 リス トか ら申請 層が平成21年 上月から12月のものについて、陸上自衛

隊、海上自衛隊、航空自衛隊につき各 1件サンプルを抽出 して確認 した結果、いずれ 1)契

約誉が取 り交わされていることを確認 した。

・ と二記ナンプルについて、契約書受領後 2ヶ 月以内に入金 していることを確かめた。



<預 託中請取消 >

④ 預 託申請取消条件の適正処理 (事業者による取消)

< 手 続 >

・ 平 成21年1月から12月のゆうちょ銀行振替による演託金の取消について、リサイクルシス

テムから郵使局収納返金対象金額情報と返金のための郵便振替払出書 (自動払出預入用)

が出力され、会計伝票 と共に管理者が承認 していることをサンプルについて確かめる。

・ ゆ うちょ銀行経由での返金について、管理者による承認が行われていることをサンプル

について確かめる。

<調 査結果 >

・ 平 成21年1月から12月の郵貯振替による預託金の取消について、郵便振番払出きが出力さ

れていることを確認 L/、管理者により郵便局収納返金対象金額情報および会計伝票の承認

が行われていることを確かめた。

・ 郵 便局収納預託金返金ファイルについて、管理者による承認が行われていることを確か

めた。

| ―

十 ‐― _ _ _ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 十一 一 一 _ _

l⑤  謀 演託に伴う預託中詰取消条件の適正処理

<手  続 >

・ 平 成21年1月から12月の誤預託に伴う預託取消について、次の所定の手続に従い処理され

ていることをサンブルについて確かめる。

・ 中 請をからの中請書及びその添付書類の内容確認

・ シ ステムの取消手続

・ 管理者の承認手続

・ 平 成21年1月から12月の演託返金が次の所定の手続に従い管理者の永認に基づき出金処理

されていることをサンプルについて確かめる。

・ 経 理へ返金処理依頼 し、システム処理 と経理処理が同月内に実施 されていることの確

認

・ 管 理票のステータス変更手続

10 -



・ 管 理者の承認手続

・ 送 金手続

・ 平 成21年1月から12月の預託取消の受付から返金までの期間が合理的な期間内

の承認月の翌月末日以内)で あることを、 リ サイクル料金返金管理表または S

払返金管理表により、サンプルについて確かめる。

<調 査結果 >

(預託取消

P C二 重支

・ 平 成21年1月から12月の誤預託に伴 う預託中請取消について

申請者か らの中請書を返金金額等精算請求書により確認 し、

返金申請 リス トによリシステムの取消手続きを確かめた。

12件のサンプルを抽出して

サイクル料金訂正 リス ト兼

・ 平 成21年1月から12月の預託返金について、12件のサンプルを抽出して預託返金が所定の

手続きに従い経理への返金処理依頼が作成されていること、メーカー修正を除いてFpl月内

に振込明細データが作成 され管理者の承認手続きがなされていること、出金処理されてい

ることを確かめた。

・ 平 成21年1月から12月の預託取消について12件のサンプルを抽出して、預託取消の受付か

ら返金までの期間が合理的な期間内 (預託取消の承認月の翌月末 日以内)で あることを確

1 空 一 |

l⑥ 誤頂託等に伴 う過去に生 じた不明と共の適正処理

手
　
　
・

／
＼ 続 >

一 ― ― ― ― ― 一 ― 一

¬

|

平成21年1月 から3月 の総勘定元帳 ・末収入金一個別登録勘定の残高と未収入金―個別

荘録 残 高内訳明細の残高が一致 し′ていることを確かめる。

・ 平 成21年4月 から5月 の総勘定元帳 ・末収入金―個別登録勘定の残高と未収入金―個別

登録 明 細表の残高が一致 していることを確かめるっ

・ 平 成2 1年6月 から1 2月の総勘定元帳 ・木収入金―個別登録勘定の残高と未収入金―佃別

登録  明 細表の残高が一致 していること及び総勘定元帳 `木払金―個別登録勘定に動きが

1 1

|  な いことを確かめる



支

　

リ

＞

　

＜

つ
乙

<調 査結果>

・ 平 成21年 1月 から3月 の総勘定元帳 ・未収入金―個別登録勘定の残高と未収入金一個別

登録 残 高内訳明細の残高を照合した結果、1月及び2月は一致 したが、3月は
一
致 しなかっ

た。差異金額は、木収入金の貸方残高を未払金へ振 り番えた金額 と同額であつた。

・ 平 成21年4月 から5月 の総勘定元帳 ・未収入金―個別登録勘定の残高と未収入金―個別

登録 明 細表の残高を熙合 した結果、各月とも
一
致 した。

・ 平 成21年6月 から12月の総勘定元帳 ・未収入金―個別登録勘定の残高と未収入金―個別

登録 明 細表の残高を照合 した結果
一
致 した。また、平成21年6月から総勘定元帳 ・未払金

―個別登録勘定に残高の増減はなかった。

払

サイクル料金の自動車製造業者等への払渡 >

続 ><手  続 >

・ 平 成21年 1月 から12月のi耳資源化等預託金の払淡が自動車 リサイクルシステム (以下

|システムJと い う。)か ら出力される払渡通知書及び自動車再資源化協力機構からの請

求書に基づいて資金管理センターから自動車製造業本等へなされていることをサンプルに

ついて確かめる。

<調 査結果>

・ 平 成21年 1月 から12月の再資源化等預託金の払渡について、システムから出力される仕

訳票 (再資源化預託金等払渡 i月次 ・帳票サマ リー)と システムの両商印Ellである再資源

化料金払渡 >払 渡予定等在録 >一 覧、再資源化料金払渡 >払 渡予定等登録 >結 果及び再資

源化料金払渡>払 渡予定寺承認 >結 果の金額が一致 していることを確かめた。

● シ ステムの画面印刷である再資源化料金払渡 >払 渡予定準登録 >一 覧から各月 1件 ずつ

サンプルを抽出し、再資源化料金払渡 >払 渡予定等登録 >‐ 覧、再資源化等頑託金の払渡

金額通知書、再資源 fヒ等預託金の払渡金額請求普及び振込明細データと一致 していること

ビデンスとの整合性を含めた業務プロセスの検証

を確かめたD
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・ 支 払について抽出したサンプルのすべてで、振込明細データに部長の承認印が押印され

ていることを確かめたっ

続 >

平成21年 1月 から12月の情報管理料金の払渡がシステムから出力 される払渡通知書及び

情報管理部か らの請求書に基づいて資金管理センターから情報管理部へなされていること

をサンプルについて確かめる。

・ 平 成2 1年1月 から1 2月のシステムからの出力帳票を修正 した金額が請求された場合は、

その理由が記載され承認を受けていることをサンプルについて確かめる。

<調 査結果 >

・ 平 成21年 1月 から12月の情報管理料金の払渡について、システムの画面印刷である情報

管理料金払渡 >払 渡状況確認 >一 覧と、情報管理料金払渡 >払 渡対象抽出 ・承認 >完 了、

又は承認後に出力される情報管理料金払渡 >払 渡状況確認 >一 覧との金額の
一
致を確かめ

た。

・ な お、情報管理料金の払渡については、システムからの出力帳票である情報管理料金払

渡>払 渡状況確認>一 覧、に部長承認を受け、システムによ認入力した後、情報管理料金

払渡>払 渡対象抽出 ・承認>完 F、を出力していた。さらに部長承認後にも再度、情報管

理料金払渡>払 渡状況確認 >一 覧を出力していたっ

・ 各 月1件について、情報管理料金払渡 >払 渡対象抽出 ・承認 >完 了、と情報管理料金の払

渡請求書、情報管理料金の払渡通知書及び振込明細データとの金額の
一
致を確かめた。

・ 抽 出 した支払のすべてのサンプルについて、旗込明細データに部長の承認自]が押印され

ていることを確かめた。

・ 業 務監査の対象期間内において、システムからの出力帳票を修正 した金額が請求 された

ことはないとの説明を担当者から受けた。

二十
　
　
　
　
　
・

<情 報管理料金の情報管理部への払渡 >

② エビデンスとの整合性を含めた業務プロセスの検証
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<特 定再資源化預託金等の出えん>

③ 特定再資源化預託金等の出えん業務プロセスの検証

<手  続 >

・ 平 成2 1年1月 から1 2月の特定再資源化演託金等の発生状況を記載 し関連部署へ連絡 して

いることをサンプルについて確かめる。

・ 平 成2 1年 1月 から1 2月の特定再資源化預託金等の出えんが、以下の所定の手続により

われていることをサンプルについて確かめる。

・ 離 島対策等支援事業 (再資源化支援部)及 び情報管理業務 (情報管理部)に ついて、

離島対策等検討会、資金管理業務諮問委員会、理事会、評議員会での審議等を経て主務

大臣の承認

出えん金額等の通知と資金の指定日座への送金

・ 特 定再資源化預託金等の発生状況について、資金管理センター財務計画チームから情報

管理部及び再資源化支援部へ電子メールにより連絡 していることを、3月分 (3月末時点残

高)、 6月分 ( 6月末時点残高)、 9月分 ( 9月末時点残高)、 1 2月分 ( 1 2月末時点残高)の

電子メールのコピー、及びその電子メールの添付ファイルである 「特定再資源化預託金等

の発生状況Jを 開覧することにより確かめた。

・ 離 島対策等支援事業 (再資源化支援部)、 情報管理業務 (情報管理部)、 資金管理事業

(資金管理センター)に 係る出えんについては、第14回離島対策等検討会 (平成2 0年1 2月

9日)、 第2 7回資金管理業務諮問委員会 (平成2 0年1 2月2 2日)、 第2 8回資金管理業務諮問委

員会 (平成2 1年3月1 7日)、 第3 5日理事会 (平成2 1年3月2 6コ)及 び第3 8回評議員会 (平成

21年3月26口)の 議事録を関覧し、審議、承認が行われていることを確かめた。

「特定再資源化預託金等の出えんの承認についてJを 関覧することにより、特定再資源

大臣承認が行
1   化

預託金準の出えんの承認中請書が経済産業大臣及び環境大臣に提出され、

L_主主互聖生ユ三生を確ゃめヽた。

1 4

<調 査結果 >



・ 経 済産業大臣及び環境大臣により承認された出えんについて、資金管理センターから再

資源化支援部及び情報管理部へ出えん通知書が送付されており、さらにこの出えん通知書

の出えん金額の総額が 「特定再資源化預託金等の出えんの承認について」に記載されてい

る出えん金額に一致 していることを確かめた。

・ 払 戻請求書及び振込依頼書を閲覧することにより、資金管理センターから再資源化支援

部及び情報管理部への資金移動が、管理者の承認のもと行われていることを確かめた。

<資 金管理料金からの文出金額及び支出先の妥当性 >

④ 業務プロセスの検証

<手  続 >

・ 平 成21年1月 から12月の資金管理料金特別会計において 支払漏れを防止する仕

組みが構築されていることを確かめる。

・ 平 成21年1月から12月の他法人 (指定法人を含む)と の次の共通費用が関係者 (法人間調

整会議)で 合意された基準で接分されて支払われていることを下記の費用について確かめ

外部ネットワーク運営費

システム ・改修保守費用

データセンター運営費

<調 査結果>

・ 担 当者に対する質問により、二重払いを防止するため支払処理済の請求書については処

理済印を抑印 してお り、支払漏れを防止するために 「請求書管理表Jを 作成 し、支払処理

の網羅性について確認 しているとの回答を得た。また、 1月 末支払分から12月末支払分の

請求書の綴 りを査閲 し、請求管tTF表が作成されていること、請求管理表の合計額と振込明

細データの金額が一致 していることを確かめた。

・ 法 人間調整会議議事録及び支払内訳を査閲 し、1月から"」の外部ネットワーク運営費が

平成19年10月26日付けの法人間調整会議において合意された基準により抜分されているこ

とを確かめた。
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―
          |

・ 法 人間調整会議議事録及び支払内訳を査関 し、4月から12月の外部ネットワーク運営費、

システム ・改修保守費用及びデータセンター運営費が、平成20年10月23日付けの法人間調

整会議において合意された基準により接分されていること確かめた。

<費 用配分 >

⑤ 特 定費用の按分計上

―
         |

<手  続 >

・ 平 成21年 1月 から12月の資金管理料金の下記の費用について、費用按分が件数実績に基

づいて行われていることをサンプルについて確かめる。

・ リ サイクル料金等収納手数料 (「新車購入時預託関連費」と 「引取時預託関連費」に

按分)

・ 登 録情報等取得費 (「新車購入時預託関連費」と 'その他の事業費」に接分)

● リ サイクル料金等収納手数料の うち郵便局収納の新車並行輸入分について、振替伝票を

査関 したところ、平成21年2月 19日と平成21年12月16「1に係るリサイクル′料金等収納手数

料の全額が新草購入時預託 リサイクル料金等収納手数料として言十二されていた。

・ リ サイクル料金等収納手数料の うち郵便局収納のづ1取分について、振寄伝票を閲覧 した

ところ、平成21年2月 3日 と平成21年12月9日 に係るリサイクル料金等収納手数料の全額

が、引取時預託 リサイクル料金等収納手数料として言|ハ上されていた。

・ リ サイクル料金等収納手数料の うちセブンイ レブン収納分について、振替伝票を閲覧し

たところ平成21年2月 12日と平成21年12月15日に係 るリサイクル料金等収納手数料の企額

が 「新車購入時預託関連費」と 「引取時預託関連費Jに 接分されることなく、引取時預託

リサイクル料金等収納手数料として計上されていた。

・ リ サイクル料金等収納手数料の うちSPC収納分について、振替伝票を閲覧したところ計算

期間が平成21年2月 1日 から平成21年 2月 5日 と平成21年12月1日 から平成21年12月5日

に係るリサイクル料金等収納手数料の全額が 「新車購入時強託関連費Jと 「引取時預託関

連費Jに 接分されることなく、引取時預託 リサイクル料金等収納手数料として計上されて

16 -

<調 査結果 >



・ リ サイクル料金等収納手数料のうちJC8収納分について、振替伝票を閲覧したところ平成

21年 1月 30日と平成21年12月2日 に係るヅサイクル料金等収納手数料の全額が、引取時預

託 リサイクル料金等収納手数料として計上されていた。

・ 登 録情報等取得費について、 1月 支払分と11月支払分に係る 【自動車検査登録協力会】

按分計算表 (エクセルで作成)を 用いて、リサイクルシステムから出力される登録自動車

(リサイクルシステムのモニタリング台数)に 基づいて算出された新規台数及び変更台数

の比率で 「新車購入時預託関連費Jと 「その他の事業費」の費用按分が行われていること

を確かめた。

・ ま た、自動車検査登録協力会か ら送付 される請求書と上記接分資料の請求額が 一致 して

いることを確かめた。

⑥ 日 常の事務処理 (ヨンタクトセンターの管理)

続 >

平成21年 1月から12月のヨンタク トセンターの 下記業務について資金管理センターが管

理 ・監督 していることをサンプルについて確かめる。 (資金管理センターがモニター し、

必要に応 じて指導すろことを含む。)

・ 報告内容 ・頻度、間撞発生時の対応等の業務基準が設定されていることを確かめる。

・ 業務基準の連守 ・実施状況が定期的に確認されていることを確かめる。

・ コールセンターからのエスカレーションに対する対応状況を確かめる。

<調 査結果>

● 「 コンタク トセンター等′ヽ、の委託業務 |に おいて、業務報告の頻度、問題発生時の対応

についての記載があることを確かめた。

● コ ンタク ト七ンターの管理 ・監害状況について担当者へ質問し、毎月 1回 コンタク トセ

ンターを訪問 し進捗状況の務:認と必要書類 (中請書等)の 管理状況の把握を行つていると

のH答 を得た。

・ 管 理状況をさらに補足するためにサンプル としてョンタク トセンターが作成 した 「ス

テータス管理表J ( 1 0月 分)を 査関することにより、サンプルについて1週間以内に料金設

1  定 先 Fが行われていることを確かめた。

<ヨ ンタク トセンターの管理 >

-  1 7  -



・ 「 自動車 リサイクルシステムコンタク トセンター資金管理対応Gr稼働報告J(運 用委員
|

会資料)及 び 「CC料金設定業務対象車両区分別処理実績 (台数)」 の1月、3月、9月及び |

11月分を査閲するとともに、資金管理センターの担当者に富問 し、担当者がコンタク トセ

|
ンターの状況を把握 し、必要な改善について取 り組みを行つていることを確かめた。

   |

●  エ スカレ一ヽション対あぷについて、 6)E130日から7月25日 `つコーールセンターの受イ寸要要からJオ
|

ンフウレを121年抽出 し、 3件 を除き、 受 イ寸口から3営 業 日以内に回答が行われていることを |
|

看]歩i法猛暑岳魯を]j『暑暑斎、と
｀
j苫どffま
についても、自動車リサイクル促進

|

<中 古車輸出の級戻し対応>

⑦ 処 理状況 (受付から処理済までの日数、その他)

< 手  続 >

・ 平 成21年 1月 から12月の取戻申請者からの中請が中古車輸出返還業務マニュアルに定めら

れた所定の手続に基づき処理されていることをサンプルについて確かめる。

・ 平 成21年 1月 から12月の中占車輸出の再資源化預託金等の返還がシステムから出力される

取戻 し審査結果逓知書に基づいて資金管理センターから支出されていることをサンプルにつ

いて確かめる。

・ 平 成21年 1月 から12月の中古「:モ輸出の再資源化頂託金等の返還が振込期 日に指定日座へ振

込まれていることを確かめる。

・ 平 成21年 1月 か ら12月の振込み不能な場合に再振込の処理が行われていることを確かめ

<調 査結果>

・ 担 当者へのとアリング及びサンプルの検証により、中古卓輸出返還業務マニュアルに基

づき、輸出返還事務センターに以下の書奏,〔が備え付けられていることを確かめた。

① 返 速中請書

② 輸 出抹消仮登録証明書 (又は輸と|1予定相出証明書)の 写し

③ 輸 出許可通知書の写し

l S



④ 船 荷証券又は船舶による運送契約に関する書類の写し

● 4月 、6月、10月及び12月分の 「再資源化預託金等の取戻し審査結果通知書Jか らそれぞ

れ 1件のサンプルを抽出し、輸出返還事務センターに上記の①から④の書類が保管されて

いることを確かめるとともに、振込明細データを閲覧することにより、所定の振込期日及

び日座に旗込手続が行われていることを確かめた。

① 必 要書類の取り付け状況 (適正処理)

・ 平 成21年 1月 から12月の中古車輸出に係る事務手続が行われているかについて資金管理セ |

ンターが管理 ・監督 していることをサンプルについて確かめる。             |

・ 平 成21年 1月 から12月の委託業務の管理状況について、輸出返遠事務センターを所掌する!

管理者に質問 し業務管理マニュアルに沿つて委託先の管理を行つていることを関連書類 (輸|

出返還月次報告及び輸出返還事務センターの業務確認報告)の 関覧により確かめる。

・ 平 成21年 1月 から12月の委託先からの月次報告書を査関する。

・ 現 地での業務確認が業務管栞マニュアルに沿つて行われているかを平成21年 1月 から12月

の報告書の査閲により確かめる。

・ 上 記の実施結果を管理者が確認 していることを確かめる。

平成21年 1月 から12月の委託先からの費用請求について管理者の承認状況を確かめるっ  |

<調 査結果 >

・ 担 当者への質問により輸出返還事務センター業務に係る受託者である日本アイ ・ビー ・

エムからの 「JA R C様輸出返還事務センター月次活動報告Jを 利用 して管理 ・監督 している

との回答を得た。

・ 担 当者への質問により業務管理マニュアルに沿つて委託先を管理 しているとの回答を得

た うえで、 「JA R C様輸出返還事務センター月次活動報告Jを 査閲 し、問題が記載されてい

ないことを確かめた。

1 9

4月、6月、8月及び10月に振込不能 となったものについて、

頼書を閲覧 し、再振込の手続が行われていることを確かめた。



・ 3月 、6月、8月、11月分のサービス確認書及び受託者からの請求書を開覧 し、返還申請対

応件数が 「JARC様輸出返遠事務センター月次活動報告Jと 整合 していることを確認 した う

えで、係長が承認 していることを確かめた。

● 3月 、6月、8月、11月分の輸出返還月次報告を閲覧 し、特に問題点の記述はないことを確

かめた。

(3)資 金運用の調査

<再 資源化預託金等の運用関連 >

① 運用の基本方針の連守

< 手 続 >

「再資源化預託金等の運用の基本方針」を査関の

管理月次報告書が管理者へ報告され承認 されている

年

　

レｔｉ
般　ウ

トフ小　
　
登

う

　

　

・
・

1 月 か ら1 2 月の リスク

こより確かめる。

・ 再 資源化預託金等の運用の基本方針を査関した。

。 「 再資源化頂託企等の運用に関する リスク管理 (報告)Jの 平成21年 1月度から12月度

までの 12作をサンプル として抽出 した結果、理 事までの承認を受けていることを確かめ

た。

1 0 運 用計画の連守

―
―

|

<調 査結果 >

<手  続 >

・ 平 成 2 1年 1月 か ら1 2月において、資金繰 り ・運用可能額算出がマニュアル どお り行われ

ていることを確かめる。
|

重  的 i剰
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・ 平 成21年 1月 から12月において、

開催 され、運用期間、運用可能額 ・

用会議で承認又は報告されているこ

再資源化預託金等運用計画会議が定期的 (月2F「j)に

債券等取得計画、債券購入実績が再資源化預託金等運

とを確かめる。

<調 査結果 >

・ 資 金繰 り ・運用可能額算出については、平成21年 1月 19日、平成21年 7月 13日、平成

21年 9月 11日及び平成21年12月10日開催分に係る 「再資源化預託金等の運用計画会議」の

添付資料である運用可能額見込みの表と経理係作成の口座残高管理表及び資産管理サービ

ス信託銀行か ら送付される資産管理サー ビス信託銀行資金繰表と突合せを実施 して、資金

繰 り・運用可能額算出がマニュアル どお りに実施されていることを確かめた。

・ 平 成21年 1月 から12月の運用実績について、運用計画会議の資料を各月 1件 ナンプルと

して抽出し債券取引811細友に記載された金額を査閲 した結果、運用実績が運用会議で承認

された運用計画の運用可能額の範囲内であった。

・ 平 成21年 1月 から12月までの 「再資源化預託金等運用計画会議」の資料を査関し、再資

源化預託金等運用計画会議が定期的 (月2臣|)に開催 されていることを確かめたっ

・ 平 成21年 1月 から平成21年12月までの 「再資源化預託金等運用言十百f会議 !の 資料を査閲

し、運用期間、運用可能額、債券等取得計画及び債券購入実績が再資源化預託金年運用会

議で承認又は報告されていることを確かめた。

③ 金 融機関への発注手順の連守等の業務プロセスの検証

<手  続 >

・ 資 金運用マニュアルを査関する。

・ 平 成21年 1月 から12月の金融機関への発注業務が業務処理マニュ (再資源化預託金

等の運用 (運用の実行))に 従って行われていることをサンプルについて確かめる。

<調 査結果>

_e__金
運用マニュアルを査関



・ 「 最良執行検証」に基づき、lF成2 1年 1月2 1日から平成2 1年1 2月2 4日までの期間におけ

る運用実績から任意で12件サンプルを抽出 し、引合確認書と突合せ し金融機関への発注業

務が業務処理マニュアル (再資源化預託金等の運用)に 則 つて実施 されていることを確か

めた。

・ 平 成21年 1月か ら12月の運用の実行が、業務処理マニュアル (再資源化預託金等の運用

(運用の実行))に 規定される承認のもと、事務処理が行われているかを確かめる。

・ 平 成21年 1月 か ら12月のバ ンクオフイス業務が業務処理マニュアル (再資源化預託金等

の運用 (バックォフィス業務))に 定める所定の手続に従い実施されていることをサンプ
|

ルについて確かめる。

・ 証 券会社からの約定確認書と約定ブロッター との照合

・ 債 券取引明細麦の内容チェックと管理者の承認

・ 運 用指図書のTCS BへのFAXとファイルの保管状渉こ

・ T(〕SBからの追カロ信託金受領書の入手

・ 約 定システムか ら出力 した 「債券残高明細表Jと Tcs品作成の 「信託財産運用状況報告

書 (決算)の 照合 と管理者による衣認

平成21年 1月 か ら12月の リスク管理者によるリスク管理が業務処理マニュアル (再資源

化預託金等の運用 (リスク管理))に 定める所定の手続により実施 されていることを確か

める。

' 「 リスク管理マニュアル」の検証状せ,この確認

|  ・ 証券会社の定期的な評価の実施

・ ｀卜成2 1年 1月か ら1 2月の運用の実行について、運用係が作成 した約定ブロッター、証券

会社か らの約定確認書及び約定システムからの注十力証態である債券取引明細書及び信託銀

行への運用指図書が、ファィルに保管されてお り、 下記を除き債券取引明細表及び運用指

図書について部長による承認が行われていることを確かめた。

日常の事務処理

<調 査結果 >

-  2 2  -



・ 平 成2 1年3 ) j 2 6日の債券取引明細表 と運用指図書については、部長の承認はなく、代理

権者である課長による承認が行われていることを確かめた。代理承認について、その理由

の説明を受けた。

・ 平 成21年11月19日の運用指図書については、部長の承認印を確かめることができなかっ

た。これにつき、単なる押印の失念である旨の説明を受けた。

・ 平 成21年 1月 から12月までの期間における運用実績から各月1件づつナンプルを抽出し、

証券会社からの約定確認書及び約定ブロッターの照合、債券取引明細書の内容チェックと

管理者の承認状況の確認、TCS Bへ送付された運用指図書のFAXとファイルの保管状況を査随i

することにより、下記を除きバ ックオフィス業務が所定の手続に従い実施されていること

を確かめた。

・ 平 成2 1年3月 2 6日の債券取引明細表 と運用指図書については、部長の承認はなく、代理

権者である課長による承認が行われていた。代理承認について、その理由の説明を受け

′、_。

・ 下 記を除き月次でTC S Bから追加信託金受領書を入手し、管理者の押印がなされて保管さ

れていることを確かめた。

・ 平 成2 1年8月 については、追加信託がなかったことから、追加信託金受領書を入手 し保

管されていることを確かめることができなかった。

・ 平 成21年 1月 か ら12月までの期間か ら各月 1件 のサンプルを柚■iし、 「償券残高明細

表」とTCS B作成の 「信託財産運用状況報告書 (決算)」 を査関 し、下記を除き、両話の照

合及び管理者による承認が行われていることを確かめた。

・ 平 成21年3月 について、 「債券残高明細表」と 「信託財産運用状況報告書 (決算)」 の

照合は行われていたものの、あるべき債券分類に修正した後の 「信託財産運用状況報告書

(決算)」 には、担当者印及び管理者による承認印を確めることはできなかったっ

・ 平 成21年■月について、 「債券残高明細表Jと 「信託財産運用状況報告書 (決算)Jの

照合は行われていたものの、あるべき債券分類に修正した後の 「信託財た運用状況報告書

(決算)」 には、担当千印及び管理者による承認印を確認することはできなかった。

・ 運 用対象資産の取得時には、最良執行検証を行い目次で検証 していることを確かめた。
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(4

・ 週 次での リスク管理報告について、平成21年 1月 から12月の週次報告書の うち任意にサ

ンプル 5件 について査閲 した結果、週次での約定実績に基づいて、最良執行検証結果、運

用対象資産検証結果、格付条件の変更の行無、関連法令の順守状況、事務処理 ミス報告、

システム障害に有無等について週次で リスク管理及び報告を実施 していた。

・ 月 次での リスク管理報告について、平成21年 1月 から12月の月次報告書を12件査閲 した

結果、運用対象資産の取得時の検証結果、運用]対象資産の格付変動の検証結果、事務処理

ミスの検証結果、関連法令等の遵守状況の検れに結果、電算システムの障害の有無等、ラ

ダー型運用の検証結果、種別構成比率の検証結果、 1発 行体当た りの資産保有総額の検品E

結果、証券会社別発注比率の検証結果等について管理者への報告がなされマニュアルに定

める所定の手続に従い実施されていた。

・ 証 券会社の評価については、平成21年4月 30日及び平成21年10月29日に 「証券会社再評

価会議」を開催 し、評価及び入替の必要性を検ふiしていることを議事録の査関により確か

めた。

)資 金管理法人 (資金管理センター)の 一般管理に係る調査

<調 達規則の遵守状況 >

L重≧ F達 規則
の連守状況の綿

ｉｌ
ｌ
ｌ
コ

<調 査結果>

・ 平 成21年 1月 から12月の資金管理料金特別会計の総勘定元帳から新規支出について6件を |

サンプル抽出し、調達規則に則 して契約手続がなされていることを確かめた,

< 情 報 公 開規 則 >

<手  続 >

・ 平 成21年 1月 から12月の総勘定元帳から支出項目について、
一定金額以上の新規文出の

サンプルを抽出し、調達規則に従つて契約が締結されていることを確かめる。

-  2 4  -

情報公開規則の遵守状況の検証



<手  続 >

・ 情 報公開規則及び遵守マニュアルを査関する。

・ 平 成21年 1月 から12月の情報公開が情報公開規則及び情報公開請求取扱マニュアルに従つ

て行われたことをサンブルについて確かめる。

<調 査結果 >

・ 情 報公開規則及び遵守マニュアルを査関 し、情報公開規則第 3条 に規定する公開情報

が、ホームページにて公開されていることを平成21年12月14慰に関覧 して確かめた。

・ 資 金管理センター保管分 「情報の公開請求に係る承認の伺い書」のサンプル12件につい

て、情報公開規則及び遵守マニュアルに従って手続がなされていることを確かめた。

<冥 議決裁規則の連守状況 >

③ 菓 議決裁規則の連守状況の検証

<手  続 >

・ 実 議きを査閲する。

・ 平 成21年 1月 から12月の栗議きが東議決戴規則に従つて作成 ・決裁されていることをサ

| ン
プルにユ

| て
確かめる。

|

|

<調 査結果>

・ 莫 議書ファイルに綴られている東議書起案番号表及び東議書を査閲した。

・ 平 成21年1月から12月の東議書からサンプルを6件抽出して、理事長決裁、専務理事決裁、

部署長決裁に区分され、各権限で決裁されていることを確かめた。

(5)再 資源化支援部の調査

<法 第106条3号業務 (入金)>
一 ― ― 一 ― ― ― 一 ― ― ―

]

「‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐

① 計上・収入状況 (資金管理センターとの突合せ) |



<手  続 >

・ 平 成21年

されている

月から12月の特定再資源化預託金等の出えん金が再資源化支援部の日座に入金

とを確かめる。

<調 査結果>

・ 再 資源化支援部から資金管理センターヘ出えん金の送金の依頼をしていることを東議書

及び 「出えん金の振込先日座について 平 成21年6月 1日 再 支―第090 0 8 Jを 査閲 して確

かめた。 また、資金管理センターから再資源化支援部への特定再資源化預託金等の出えん

金の送金について出えん通知書 (平成21年5月29日 JA R C資 金第090 2号 )を 査閲 し、また

入出金明細を確認 して、出えん金が6月4口に再資源化支援部の日座に入金されていること

を確かめた。

<法 第106条3号及び4号業務 (出えん業務及び支払i2びに求債入金)>

② 出えん業務及び計上・支払状況泣びに求僚入金状況

続 >

平成21年1月から12月の離鳥対策支援の出えんに係る離島市町村との業務及び不法投案

等対策支援に係る地方公共匝]体との求僚に係 る業務が業務マニュアルに沿つて行われてい

ること泣びに出えん業務連営費が管理者の承認を経て支払われていることをサンプルにつ

いて確かめる。

・ 離 島対策支援業務の出えん金が業務マニュアルに定められた手続により当該対象市町村

へ支払われていることをサンプルについて確かめる。

・ 不 法投案等対策支援業務に係る求貨入金を確かめる。

<調 査結果 >

・ 離 島対策支援業務について12件のサンプルを抽出 し、離島対策支援事業協力申請書、離

島対策支援事業協力資金出えん額確定通知書、離島対策支援事業協力資金予定連絡書及び

振込明細を査関することにより、サンプルについて離島対策支援事業の出えん金が、業務

マニュアルに定められた手続により離鳥市町村へ支払われていることを確かめた。
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・ 出 えん業務運営費 (調査費)の 内、出張旅費について12件のサンプルを抽出し、国内出

張伺い (命令書)・ 仮払請求書 (控)及 び出張旅費報告書を査閲し、出張旅費の支払が所

定の承認権者の承認を経て行われていることを確認した。

・ 不 法投棄等対策支援業務に係る求償については、莫議書を査関 し理事長代理 として専務

理事まで決裁をとっていることを確認 した。平成19年度不法投棄等対策支援事業の返還金

について自動車 リサイクル促進センターか ら札幌市への返還金の請求書 (平成21年3月

13日)を 確認 し、平成21年4月30日に自動車 リサイクル促進センター 再 資源3-5号 に入金

されていることを確認 した。

(6)情 報管理部の調査

① 計 L・収入状況 (資金管理センターとの突合せ)

<手  続 >

・ 平 成21年 1

れていること

月から12月の特定再資源化預託金等の出えん金がイ1青報管理部の国座に入金さ

を確かめる。

<調 査結果 >

・ 特 定再資源化預託金等の出えん金は、
′卜青報管理部の日座に入金されていた。

l ② 出 えメノ業務及び計 上
・支払状況

続 >

・ 平 成2 1年 1月から1 2月のシステム維持 ・運用費、システム改良費、ヨンタク トセンター

運営費が当該費用の当事者で合意された負担割合に基づき、請求金額に当該負担害」合を乗

じて情報管理部の負芋it額として算出された金額で支払われていることをサンプルについて

確かめる。
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<調 査結果 >

・ 平 成21年3月分の立替金入金依頼書に記載されたシステム維持 ・運用費は、業者か ら請求

書記載の金額に情報管理部の平成20年度の法人内負担割合41.92%を乗 じたものと一致 した。

また、システム改良費は、平成21年1月8日の法人間調整会議資料記載の金額に消費税額を加

えた金額と
一
致 した。

・ 平 成21年11月分の立替金入金依頼書に記載されたシステム及びデータセンター運用保守関

連費用は、業者か らの請求書記載の金額より資金管理直課分を控除 した額に情報管理部の

平成21年度の法人内負担理割合35,33%を乗 じたものと一致 した。

・ 平 成21年11月立替金入金依頼書記載のコンタク トセンター運営費につき、費用抜分資料

(業務実績による費用被分)を 査閲 し、コンタク トセンター運営費に係る各運用法人の負

担子」合について合意されていることを確かめた。

・ 平 成21年3月分及び11月分の情報管理部の負担額として算出された立替金入金依頼書の入

金依頼額合計は、振込明細 (総合振込)t)し くはデータ振込 ・族替サービスご利用明細記載

の振込金額と一致 した。

以  上
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